
南越清掃組合建設工事共同企業体実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、南越清掃組合が発注する建設工事等（以下「工事」という。）におけ

る共同企業体の適正な運用を図るために必要な事項を定めるものとする。 

（共同企業体運用の基本方針） 

第２条 共同企業体の運用に当たっては、その効果的な活用に資するため次の基本方針に

沿った運用を確保するものとする。 

（１）共同企業体活用目的の限定 

工事の発注に当たっては単体企業への発注を原則とし、共同企業体の活用は単体企業に

よる施行に比べてより効果的な施行が確保できると認められるような工事についてのみ行

うものとする。 

（２）活用目的の達成 

共同企業体の全ての構成員が技術者を適正に配置することにより、共同施行体制の維持

及び円滑な運営が確保され、共同企業体の活用目的が達成されるよう努めるものとする。 

（共同企業体の方式） 

第３条 共同企業体の方式は次のとおりとする。 

（１）特定建設工事共同企業体 

大規模かつ技術的難度の高い特定の工事を共同施行することを目的として結成された共

同企業体で、構成員相互の技術力により施工能力を増大するとともに工事の安定的施工を

図るものである。 

（対象工事の指定） 

第４条 管理者は、第５条に定める対象工事のうち、その工事の規模、施工技術等を考慮し、

特定建設工事共同企業体により施工することが適当であると認める場合は、特定建設工事

共同企業体（以下「特定企業体」という。）による工事として指定することができる。 

 （対象工事の工事費） 

第５条 対象工事の工事費は、１億円以上とする。 

 （特別の指定） 

第６条 管理者は、前条に定める工事費以外の対象工事であっても、その工事の規模、施工

技術等を考慮し、特定企業体による工事として特に指定することができる。 

 （資格審査の申請） 

第７条 業者は、管理者が別に定める方法により相互に協議の上、特定企業体を結成し、そ

の旨管理者に届け出、資格審査を申請しなければならない。 

 （特定企業体の構成員の数） 

第８条 特定企業体の構成員の数は代表者企業を含め３者以上５者以下とする。 

 （申請事項の変更） 

第９条 特定企業体は申請した事項に変更があった場合には、速やかに管理者に届け出な

ければならない。 

 （特定企業体への通知） 

第１０条 特定企業体に対する各種通知、工事の監督、請負代金の支払等の行為については

全て特定企業体の代表者に対して行うものとし、代表者に対して通知等を行った場合には

他の構成員も通知等があったものとみなす。 



 （特定企業体の兼業の禁止） 

第１１条 通知を受けた業者は、２以上の特定企業体の構成員となることができない。 

 （特定企業体の効力） 

第１２条 特定企業体の効力は、当該工事の入札の結果、落札した特定企業体にあっては当

該工事が完了し特定企業体の精算が行われるまでとし、その他の特定企業体にあっては入

札の終了時までとする。 

 （その他） 

第１３条 この要領に定めのない事項およびこれにより難い事項については、必要に応じ

て別に定めるものとする。 

 


